報道関係者各位

卒業式における「日の丸・君が代」不当処分に対する抗議声明　

東京都教育委員会（都教委）は本日（３月30日）、今年度の入学式における約５０名の「君が代」不起立者等に対し、不当な懲戒処分を発表しました。

昨年度の卒業式・周年行事そして今年度入学式に関わる248名の大量処分を発令するという異常な圧政に対して、国内外からの批判が高まっています。また、被処分者当人たちから都人事委員会への不服審査請求、あるいは東京地裁への解雇撤回訴訟の提訴などの不服申立てが行われている状況で、なおかつ人事委員会審理においては、都教委側からの大量の被処分者への反論がままならず、処分発令後一年間を経ても公開口頭審理が始まらないという異例の事態になっています。それにも関わらず、無反省なままに不当な処分を続けて強行する都教委に対し、私たちは激しい怒りをもって抗議します。

本日、東京地裁において「服務事故再発防止研修処分取消等請求訴訟」第三回口頭弁論が行われました。

この裁判は、在職中の被処分者全員に対し、思想・良心の表明である不起立等の行為を「服務事故」であると決めつけ、再発防止「研修」に名を借りた、実質的な「処分」を重ねる行為に、取消しと損害賠償請求を行うものです。この訴訟で「研修処分」執行停止命令は確保できていませんが、違憲･違法の可能性を鋭く警告する「７・23東京地裁決定」によって、「研修」を利用して思想改造をはかる行為は阻止されています。しかし実施された「研修」は、民間警備員までを導入した異常な監視体制下における、懲罰的な「処分」に相当するものであり、参加を強制された被処分者は、その前後も含めて、多大な精神的・肉体的苦痛と損害を被りました。

にもかかわらず、都教委の近藤精一指導部長は３月24日の教育委員会において、「君が代」不起立等について「今後調査を行い厳正な処分をする。被処分者には再発防止研修を行う。」と表明しています。

そもそも教育本来の目的は、生徒個々人の思考力・創造力・判断力・そして批判力等を養い、人格形成を図ることにあり、価値観の多様性を否定して単一の価値観を植え付けることは排除されるべきものです。

とりわけ「日の丸・君が代」に対し、起立・斉唱を行うことには、多くの人々が疑問を感じています。にもかかわらず、特定の価値観を押し付け、従わない者には「処分」まで下す。すなわち、退路を断って強制する都教委のやり方は、教育基本法第10条において禁止する“権力による教育への不当な介入”にあたる違法な行為であるのみならず、本来の公教育のあり方を真っ向から否定する暴挙と言えます。

現在、教育内容に関して「職務命令」によって、単一の教育的手法を強制しようとしているものは「日の丸・君が代」に限定されます。このことから、「「日の丸・君が代」くらい目をつぶればいい」「国歌斉唱40秒だけを我慢すれば済む」という考えが広まりつつあることは否定できません。しかしこうした「強制」

は、今年度から生徒・保護者を対象とするものに拡大されました。さらに、教科教育、性教育、男女平等推進教育などにおける特定の価値観の「強制」も既にはじまっています。

学校教育法第28条に定められた「教諭が教育を司る」という公教育の基本が、特定の政治勢力におもねる異常な教育行政によって否定され尽くされた時、国民が国家の道具としてのみ使われる、戦前の日本の状態への逆戻りしてしまうことは、誰にでも容易に想像できるはずです。

私たちは都教委などによるこの不当な教育破壊を断じて許すことができません。ここで今回の暴挙に対し満腔の怒りをもって抗議するとともに、憲法・教育基本法の保障する「思想・良心・信教・表現・学問」等の自由と民主主義を守るために、断固として闘い抜く決意を表明します。
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